平成２４年第２回奥多摩町議会定例会　会議録

１　平成24年６月15日午前10時00分、第２回奥多摩町議会定例会が奥多摩町議会議場に招集された。

２　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　石田　芳英君　　第２番　宮野　　亨君　　第３番　高橋　邦男君

　　　　第４番　原島　幸次君　　第５番　杉村　良一君　　第６番　村木　征一君

　　　　第７番　師岡　伸公君　　第８番　酒井　正利君　　第９番　須崎　　眞君
第10番　竹内　和男君　　第11番　清水　典子君　　第12番　前田　悦男君
３　欠席議員は次のとおりである。

　　　　な　し
４　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

５　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　大野　　尚君　　議会係長　浅見　隆久君

６　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　　　町　　　　　長　河村　文夫君　　副　 町 　長　村木　義雄君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　加藤　一美君

　　　　企画財政課主幹　清水　信行君　　総務課長　原島　　肇君

　　　　住　民　課　長　浜野　武雄君　　福祉保健課長　若菜　伸一君

　　　　観光産業課長　加藤　博士君　　地域整備課長　宮田　昭治君

　　　　教育課長　井上　永一君　　会計管理者　清水　　明君
　　　　病院事務長　川村　文雄君
　　　　

平成２４年第２回奥多摩町議会定例会議事日程[第２号]
平成24年 ６月15日（金）

午前10時00分・開議

会　期　　平成24年６月12日～６月15日（４日間）

	日程
	議案番号
	議　　　案　　　名
	結　果

	１
	――
	議長開議宣告
	――

	２
	――
	一般質問（９名）
　　　　１　７番　師　岡　伸　公　議員

　　　　２　３番　高　橋　邦　男　議員
　　　　３　５番　杉　村　良　一　議員
　　　　４　４番　原　島　幸　次　議員

　　　　５　９番　須　崎　　　眞　議員
　　　　６　６番　村　木　征　一　議員
　　　　７　10番　竹　内　和　男　議員

　　　　８　１番　石　田　芳　英　議員

　　　　９　２番　宮　野　　　亨　議員
	――

	３
	議案第52号
	副町長の選任の同意を求めることについて
	同　　意

	４
	議案第53号
	登計原総合グラウンド天然芝生化新設工事請負契約について
	原案可決

	５
	――
	　各常任委員会、議会運営委員会及び下水道事業特別委員会の特定事件に関する閉会中の継続調査について
	決　　定

	６
	――
	町長あいさつ
	――


　　（午後２時01分　閉議・閉会）

午前10時00分　開議

○議長（清水　典子君）　皆さん、おはようございます。

　直ちに本日の会議を開きます。

　本日の日程はお手元に配付のとおりであります。ご協力のほどよろしくお願いします。

　次に、日程第２　一般質問を行います。

　通告のありました議員は９名であります。これより通告順に行います。

　初めに、７番師岡伸公議員。

〔７番　師岡　伸公君　登壇〕

○７番（師岡　伸公君）　おはようございます。それでは、一般質問をさせていただきます。

　初めに、電力需要のこれからと節電対策についてお伺いをいたします。

　新電力・特定規模電気事業者（以下ＰＰＳ）の参入を認める規制緩和で、電力需要が自由化されてから久しくなります。昨年の大震災以降、その需要がさらに見直され、政令都市や都道府県の各自治体、そして西多摩管内でもその導入が図られています。制度的にはある規模が満たされれば使用可能となっていますが、そのメリット、デメリットは、自治体や企業の形態でさまざまであると思います。しかし、現状のメリット、デメリットの議論だけで結論を導くことなく、長期的な視野に立って考える必要性も強く感じます。

　この質問を通告したのが４月下旬でありましたが、その後に発送電分離推進の議論が高まり、国も具体的な動きを見せ始めました。しかし、停電時間が短いことも現実であり、これは発送電一貫のたまものであるとも言えます。当町での事業所等の規模を考えた場合、該当する施設も限られるとは思います。今年も電力需要が増す夏が目の前に迫ってきております。節電をきっかけに、電力に対する関心を改めて高めるためにも、電気料金の見直し、エネルギー環境対策の観点から、現状の考え方を以下の点について確認をするものであります。

　１つ目ですが、当町におけるＰＰＳを導入できる送電網の環境について。

　２つ目は、当町における契約対象の事業所や施設の現況について。

　３つ目は、電力事業の規模、ＰＰＳ市場のシェア、電力供給の安定性を踏まえ、電力供給施設を抱える奥多摩町の今後の対応について。

　最後は、昨年来、引き続き行われている具体的な節電対策について。

　今、高速道路等のサービスエリアや公共施設のエアクリーナーも停止しているところも昨年より少なくなってきております。電力事情の実態と、私たちの意識が乖離しないようにと思うこの頃であります。来るべき夏を前に、今、私たちが考えるべき節電対策についてもお伺いをいたします。

　以上、電力事業のこれからと節電対策についてお伺いをいたします。

　次に、高齢者見守り相談事業の現状と、今後について質問をいたします。

　昨年、高齢者世帯・一人住まい世帯を中心に、安全安心を提供する高齢者見守り相談事業がスタートいたしました。救急医療情報キットの設置事業なども含め、利用者の対象範囲の拡大や緩和もされつつありますが、この１年間の実績の中で、今後の課題も見えてきたことと思います。そこで、以下についてお伺いをするものです。

　１つ目は、見守り相談員や協力員の現状と関係諸機関との連携について。

　２つ目は、コールセンターの利用状況と利用者の事業に対する全体的な評価について。

　３つ目は、この事業の効果と今後の課題について。

　以上、３点についてお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　河村町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　７番師岡伸公議員の一般質問にお答え申し上げます。

　初めに、「電力需要のこれからと節電対策について」ですが、昨年の３月11日に発生した東日本大震災による福島第一原子力発電所の事故により、東京電力管内においては電力不足が発生し、今まで我々が経験したことのない計画停電が実施されたことは、記憶に新しいところであります。その後も電力不足を補うため、東京電力管内においては、引き続き節電を呼びかけている状況にありますが、一方では、この事故を契機に、全国に点在する原子力発電所の安全性や必要性が議論されているところであります。現在、国内の原子力発電所は、その安全性を確認するため、定期検査等により42年ぶりにすべてが停止状態となり、安全性が確認された関西電力大飯原発ですら再稼働は難航している状況にあります。

　このため、各電力会社は火力発電に切り替え電力を供給しておりますが、現下の原油の価格の高騰により、発電コストが上昇し、東京電力管内では、この４月から企業向け電気料を平均17％値上げしたところであります。

　当町においても、本年２月６日に、東京電力から業務用並びに高圧用電力とともに、一律に１キロワット当たり２円61銭を値上げする旨の通知が来ましたが、この値上げによる影響を平成22年度の実績使用料から換算すると、当町の14の公共施設における年間電気使用量は271万2,330キロワット、電気料金の総額が5,200万円であったものが13.5％上昇し、年間におよそ700万円の増額となる見込みでございます。

　さて、ご質問の第１点目、ＰＰＳを導入できる送電網の環境があるかについてですが、ＰＰＳとは特定規模電気事業者と呼ばれ、2000年の規制緩和で大口向けの電力小売りが自由化されたことに伴い、自社で発電する電力を、50キロワット以上の大口加入者に販売することが可能となったものであります。

　ＰＰＳの仕組みは、自社の電気を電力会社の送電線を使用し契約者に送電するため、電力会社の電気との識別はできませんが、ＰＰＳが契約者に対して送電した電気量に応じて電力会社に送電線使用料を支払うシステムとなっておりますので、例えば東京電力から電力の供給を受けている施設については、ＰＰＳの導入は可能となります。

　また、ＰＰＳの電気は電力会社の送電線を使用して送電することから、電柱や電線等の設置に係る設備投資がないため、既存の電力会社の電気より安価で購入できるメリットがございます。

　ＰＰＳ事業者の形態につきましては大きく分けて２種類あり、１つ目は電力会社からの大口卸売購入事業者で、大量に電気を使用するため電力会社から電気を安価に購入している事業者の余剰電力販売、２つ目がグループ企業で大量に電気を使用するため、自社で火力等を使って自家発電をする際の余剰電力の販売でありますが、現在の状況では、電力会社の供給不足に伴う余剰電力不足、原油価格の高騰による発電コストの上昇など、昨年に比べても発電を取り巻く環境が大きく変わっており、約50社あると言われるＰＰＳ事業者の約半数が事業からの撤退を考えていると聞いております。

　また、最近の事例として、ある自体がＰＰＳを導入しようとして入札を行ったものの、１社も応札がなく、やむなくＰＰＳの導入を断念したことや、近県においても７年前から本庁舎等で使用する電力を一般競争入札で行っておりましたが、今年度も同様に入札を行ったところ、入札に参加する電気事業者が１社もなく、やむを得ず東京電力と契約することになり、これまでより3,000万円ほど電気料金が高くなる見込みであるというニュースも聞いております。

　ＰＰＳを導入する目的は、東京電力の電気料金値上げに伴い、これを導入することで年間における電気料金の節減を図ることを目的にしており、近隣の自治体においても行政コストの節減を目的に導入しておりますが、その節減額については、電気を大量に使用する大きな遊技場等を有する自治体においては、年間における節電額は数千万円にも上ると言われておりますが、役所庁舎や小中学校など一般の行政施設等を有し、年間に４億円から５億円の電気料を支払う自治体で、年間におよそ1,000万円程度の節減が見込まれると言われております。東京電力が電気料金の値上げを決定した経緯から見ても、引き続きＰＰＳが東京電力の料金以下で供給することは、非常に難しくなってくるのではないかと推測しております。

　このようなことを踏まえ、２点目の「契約対象の事業所や施設はどのくらいあるか」についてですが、仮に当町がＰＰＳを導入する場合の想定では、当町の公共施設等は役場庁舎を始め小中学校、福祉会館、文化会館など14の施設がありますが、このうちＰＰＳが導入できる契約電力50キロワット以上の施設は11施設であります。

　また、この11施設における年間の電気料金は4,600万円程度でありますので、既にＰＰＳと契約し、これまで年間４億円から５億円の電気料金を支払っていた自治体における年間節減額1,000万円に比較しますと、当町ではその10分の１の規模に相当しますので、町が仮にＰＰＳを導入した場合の年間節減額は、およそ100万円前後であると想定されます。

　その上で、３点目の「電力供給施設を抱える奥多摩町の今後の対応は」について、改めて当町におけるＰＰＳ導入についての考え方でございますが、ご存知のように、当町は東京都で唯一水力発電施設を有する自治体でありまして、当町には小河内ダムにある多摩川第１発電所、海沢にある多摩川第２発電所、そして白丸ダムミニ発電所があり、これら３カ所の水力発電施設からつくられる電気は、すべて町内で消費されている状況であります。

　また、町内には、これらの３カ所の水力発電施設が所在することから、国からの電源立地地域対策交付金を年間810万円ほど交付されており、町道の落石防護網などの整備に活用しております。

　現在、反原発やＣＯ２削減などの観点から、全国的に水力、風力、太陽光などの自然再生エネルギーが見直されておりますが、当町では、その点から見ても、自らまちの自然再生エネルギーである水力発電で生活をしている理想的な環境にあります。

　また、ＰＰＳが供給する電気の多くがＣＯ２を排出してつくる火力発電の電気でありますので、これら電気を導入することは当町の理想的な環境を否定することになりますので、現時点においてはＰＰＳの導入については考えておりません。

　４点目の「引き続き行われている具体的な節電対策について」ですが、現在、国においては今後の原子力行政をどのように進めていくのか、さまざまな意見が飛び交い、全く先の見えない状況になっておりますが、とりわけ原子力発電所が所在する自治体においては、福島第１原発の事故の悲惨な状況を目の当たりにして、その被害の大きさや、危険性を危惧しておりますので、原子力発電所の再稼働に向けては相当な困難が予想されると思います。

　このように、国における電力行政は混迷を深めておりますが、当町では引き続き各公共施設におきましては早目のクール・ビズによる執務や、緑のカーテンを活用しての庁舎冷暖房温度の抑制、事務室等のこまめな消灯など、身近なところから節電に努めることで不足する電力の供給に協力し、行政経費の節減に努めるとともに、広報おくたま、ホームページ、防災行政無線等を通じて、各家庭においても節電に協力していただくようお願いしてまいりたいと考えております。

　次に、「高齢者見守り相談事業の現況について」ですが、本年５月１日現在の当町の高齢者の状況について申し上げますと、65歳以上の高齢者人口は2,499人、高齢化率は42.0％となっており、年々増加の傾向を呈しております。また、施設入所を除く在宅での65歳以上の高齢者のみの世帯が811世帯、33.9％、このうち、ひとり暮らしの高齢者世帯は462世帯、19.3％となっております。

　高齢化の進行に伴い、高齢化率が50％を超える自治会も５団体あり、こうした地域の中では、コミュニティー活動が停滞していく状況も一部で見受けられます。今後、家族による支えや地域のつながりなど、相互扶助による支え合い機能の低下がこれ以上進行していくと、買い物や通院といった移動の問題、ごみ出しや草刈りなど高齢者の日常生活全般にわたる問題に加え、地域で孤立化する高齢者が増加することにより、詐欺や悪徳商法による被害の増加、閉じこもりによる要介護度の悪化、また、最悪の場合には孤独死といった重大な社会問題にもつながることが懸念されます。

　このような高齢化の進行の要因は、当町の場合、４月９日に開催した「第５期奥多摩町介護保険事業計画」の説明でお話ししたとおり、高齢者そのものの人口増加ではなく、若年層の転出による人口構成のアンバランスに起因するもので、高齢者を支える働き手の転出が大きな問題であると考えております。

　そのため、「第４期奥多摩町長期総合計画」に基づき、若者の定住化対策、少子化対策を町の最重要課題に位置づけ、町独自の子育て支援事業を始め、宅地の分譲、若者住宅の整備など、さまざまな事業を総合的に実施し、人口構成の改善対策を積極的に推進しております。しかしながら、現況では高齢化の進行に伴い、一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯が今後さらに増えていくことが予測されます。

　このような現況を踏まえ、町では、従来から高齢者向けに実施している「東京消防庁方式の緊急通報システム」「配食サービス」「外出支援サービス」「人にやさしい道づくり」や「福祉モノレール」など、各種福祉事業に加え、平成23年度から新たに「高齢者見守り相談事業」を小河内地区を中心に、65歳以上で一人暮らしの方、また、高齢者のみの世帯を対象として開始をいたしました。

　この事業は、「緊急相談通報システム」と「見守りネットワーク」の２つの柱により、高齢者の見守りを行っていくものであります。このうち緊急相談通報システムは、体調不良等の緊急時にボタンを押すことで、コールセンターに通報できるものであります。このコールセンターは24時間、365日対応しており、通報があった場合、離れて暮らす家族や高齢者見守り相談員に電話により連絡が入るものであります。

　また、健康等に悩み事がある場合は、相談ボタンを押してコールセンターに常駐する保健師などと相談することもできます。さらには心疾患や転倒など、緊急時にボタンが押せない状況でも、人の動きを感知する人感センサーを寝室や居間、トイレ、玄関など居宅内に設置することで、動作がないなど異常を感知した場合は、自動でコールセンターへ翌日までに通報が行き、必要に応じて、ご家庭や高齢者見守り相談員に連絡が入る仕組みとなっております。

　２つ目の柱である「見守りネットワーク」は、地域にお住まいの住民の方から通報があった場合の安否確認訪問、また、新聞や洗濯物の取り入れ状況、雨戸の開閉状況など日常的な見守りなどを、見守り相談員や地域に依頼する協力員、地域の関係者が連携して行うものであります。

　１点目の「見守り相談や協力員の現状と関係機関との連携」ですが、平成23年度は事業開始初年度ということもあり、「高齢者日常生活圏域ニーズ調査」の結果では、相談窓口としての認知度は低かったものの、この緊急相談通報システムの申込者は、昨年度末で37世帯、39人となっており、委託先である社会福祉協議会の見守り相談員１名がコールセンターと連携し活動しております。

　また、協力員は既に運用している東京消防庁方式の緊急通報システムに関して148名おられることから、本システムについても、平成24年度に順次この方々にお願いする予定であります。

　２点目の「コールセンターの利用状況と利用者の事業に対する全体的な評価」ですが、システム運用を開始した平成23年11月以降、この４月末までの６カ月間の通報回数は総数で13件ありましたが、うち12件は緊急通報ではなく健康に関する相談通報であり、残り１件は誤報によるものであり、幸い、現在のところ緊急通報の利用はございません。

　「利用者からの全体的な評価について」は、緊急時における自らの通報や人感センサーの設置による機械による見守りに加え、昼夜にかかわらず相談ボタンを押すことで、いつでも健康に関する相談が、コールセンターに待機している保健師や看護師とできることから、とても安心であるとの声をいただいております。

　３点目の「事業の効果と今後の課題」ですが、この高齢者の見守り相談事業の効果は、今までの消防庁方式と同様の緊急通報の機能に加え、人感センサーによる見守りや、いつでも健康相談ができるなど付加価値が高く、高齢者にとって大きな安心が得られるものであります。

　今後の課題ですが、高齢者の孤立化を防止し、高齢者が住みなれた地域でいつまでも安心して生活が続けられるためには、このシステムによる見守りだけではできることに限りがあることから、住民同士の見守りや声かけなど、地域での日常的なつながりを強化して、普段の生活における支え合いの体制を整備することが最も重要であると考えております。そのため、本事業は、住民の方々が共助として相互に連携して行う、これらの地域での日常的な支援活動を、行政が公助として側面から補完的に行う事業であると考えております。

　幸いにして、当町では自治会加入率も100％近くあり、各地域に元気な高齢者も多数おられ、自治会活動を始め老人会など各種のコミュニティー活動が活発に行われております。

　このことから、今後は高齢者見守り相談員が中心となり、地域包括支援センターの専門職とも連携して、各地域に依頼する協力員の方々を始め、自治会役員や民生委員、老人クラブ会員など地域のさまざまな皆さんとの協働により「高齢者の見守りの目」を増やすなど、地域全体で高齢者を支えていく「見守りネットワーク」の取り組みを積極的に推進し、この仕組みを通じて何か異変に気づいたときに、速やかに連絡や相談を受け、円滑な支援につなげることができるような組織体制の整備を図ってまいります。

　また、さらには日本郵政株式会社、新聞配達員や生協、宅配業者の方々などとも連携して、より多角的な見守り活動に発展させていくことも重要であると考えております。

　これらさまざまな施策を通じて、行政と地域の方々が協働して地域社会の中でともに支え合うことにより、高齢者が心身の機能が低下しても、いつまでも在宅で安心して暮らし続けられるよう努めてまいりたいと考えております。

○議長（清水　典子君）　師岡伸公議員、再質問はありますか。どうぞ。

○７番（師岡　伸公君）　ありがとうございました。１つ目の電力需要の件については、やはり地域としての特質を生かした電力供給ということ、理解をすることができました。

　その中で、町長のご答弁にもありましたように、やはり電源立地地域交付金の給付を受けていると。毎年予算化され、今年も800万何がしかの予算が入っておりますけれども、電源立地対策交付金の今後、こういう地域に対しての予算措置というのが、今後どういうふうになっていくか、その辺をちょっとお聞かせいただければということが一点でございます。

　それから、見守り事業の方なんですけれども、非常に、実際に事故・事件で通報がなかったということ、これが一番だと思います。それはやはり安心感を与えられている基盤があるから、こういうふうな状況になっているんだろうとつくづく思いました。

　それと、町の方で高齢者支援計画の中でアンケートを実施していますけれども、今回の見守り事業は、65歳以上で一人暮らしの方、高齢者のみの世帯の方が対象だということになっていますけれども、現実的に、日中一人住まい世帯というんですか、そういうふうな家庭も結構あるというふうなことがアンケートの中にも示されていました。今後、いろんな機器ですとかシステムの状況で、その広がりということがどこまで可能なのかはちょっと私にはわからないんですが、そういう方々へのフォローをどうしていくのかということが、ひとつわかればありがたいかなと思います。

　それから、答弁の中にも本当にいろんなネットワークを使って見守っていくんだというお話を伺いました。で、これを強力に身近な組織として今あるシステムにプラス、やはり本当に自治会レベルでこういう組織として立ち上げるような方向性というのも今後はあるのかどうか、この辺が２つ目でございます。

　それから、もう一つが、逆に身近になればなるほど、特に民生委員さんなどもいろんな形でその地域のことを相談にのっていただいているんですが、個人情報ですとか、プライバシーですとか、その辺の難しさも現存すると思うんですね。その辺のところは、現場にいる方々がどのようなご意見やら対策を立てていらっしゃるのかなということ、この辺もお聞かせいただければ、３つ目でございます。

　それから、もう一つ、直接関係なくて大変恐縮なんですが、もしお答えいただければという前提で、ちょっとお聞きしたいと思います。

　先ほどご答弁の中でやはり、高齢者の問題ではあるけれども、定住化の問題、若い方の流出を何とか防ぎたいというお話がございました。人口の推移、転出の状況をちょっと１年間私も調べてみたんですけれども、やはりどうしても４月が転出が多いというふうになっています。昨年が30名、それから、今年の４月が58名というふうになっているんですが、その理由でやはりいろんな対策を多分お立てになるんでしょうけれども、例えば転出の理由をそのときに聞いてるかどうかわかりませんけれども、どのようにこの転出者の状況をとらえて、またそれをこれからの課題にしていくのかなということを、もし、この点についてもご答弁をいただければというふうに思います。

　以上でございます。

○議長（清水　典子君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　師岡議員の再質問にお答えいたします。

　初めに、電源立地交付金でございますけれども、現時点におきましては、今後、10年間はその交付金は担保するということでいわれております。

　それと、私は、今年、永田町の全国協議会に行ってきまして、今年、決議をされた内容の中には、福島原発の事故を踏まえて、今後は、クリーンエネルギーがさらに見直されるという状況にある中で、今後につきましては、10年間と言わずに恒久化をして、さらにこの交付金を増やしてくれということで国に要望している状況にございます。以上です。

○議長（清水　典子君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　それでは、私の方から２点目の見守り相談事業についてお答えをさせていただきます。

　まず、１つ目の日中独居の方にも対象拡大をできる可能性はいかがかというお話でございますけれども、現在、このシステムにつきましては、第１点といたしまして、予算に限りがあることから、加入者は65歳以上の独居の方、あるいは高齢者のみの方に限らざるを得ないという状況がございます。

　あと２点目でございますけれども、緊急時に、ご近所から駆けつけていただく協力員の方の確保が非常に難しいという現状がございます。現在、民生委員さんにもご協力をいただきまして、お１人当たり数名分の見守りをしていただいている部分もございます。こんなことから、対象の方が増えれば増えるほど、これを協力していただく見守りの方の人数も増えていくことで負担も増えるということが考えられます。

　また、２点目の情報の保護の問題でございますけれども、現在、この見守り相談事業については、個人情報の保護というのが大変障壁となっております。現在の段階では機械によるシステムですので１対１ですから、特に承諾書等はいただいておりませんけれども、今後、ネットワークを構築する上では、民生委員さん、あるいは自治会長さん始め隣組の方々にこういった名簿を出すということになれば、その前の段階で、ご本人様から、こういうことに情報提供してもいいよという承諾書をいただくようになると思いますけれども、こういった個人情報を登録をしていただければ、今後、高齢者見守り相談室など福祉のネットワークをつなげていける１つの大前提となるということで、メリットを利用者の方にご説明をした上で、加入の方向を進めていきたいというふうに考えております。

　また、ネットワークの自治会との連携でもございますけれども、慢性的な担い手の不足というのが現在の奥多摩町の地域社会の現状ではないかと思いますけれども、従来、福祉サービスの受け手ということで高齢者の方がいらっしゃったわけですけれども、町長からもご答弁申し上げたとおり、元気な方もたくさんいらっしゃるという中で、これからは地域福祉の担い手ということで、だれもが積極的に地域にかかわっていただくようにということで、この中で地域コミュニティーの醸成を図りまして、住民同士の見守り、あるいは声かけなど、日常的なつながりを強化をして、普段の生活の中での見守り、相互扶助ですね、これを支えていくシステムを構築するという意味で、見守りネットワークという事業を自治会の方を含めて考えておりますので、よろしくお願いをしたいと思います。

以上でございます。

○議長（清水　典子君）　もう１点、住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　転出の状況について、お話しさせていただきます。資料が手元になくて申しわけないんですが、６月１日現在で、奥多摩の人口が5,933名の方が住民基本台帳上、住まわれているということでございます。

　転出の理由についてなんですが、直接窓口ではお聞きしていませんので、わからないんですが、ただ私の感覚でお話しさせていただきたいと思います。

　４月の転出は58名ということで、古里地区が多かったと。家族で転出されていると、子どもさんも含めて。学校等、あるいは家を青梅の方に求められたということでございます。

　そのくらいの把握で申しわけないんですが、ご答弁に代えさせていただきたいと思います。

○議長（清水　典子君）　以上で７番師岡伸公議員の一般質問を終わります。

　次に、３番高橋邦男議員。

〔３番　高橋　邦男君　登壇〕

○３番（高橋　邦男君）　本日は２点質問させていただきます。

　最初の質問ですが、過疎化・少子化対策としての若者定住促進事業の推進についてということです。

　現在、町において、過疎化・少子化対策として、12項目に及ぶ子ども子育て支援事業とともに若者定住化への支援事業を実施しています。これらの支援事業は、すぐに成果のあらわれるものではないと思います。今後とも支援事業の末永い継続を心よりお願い申し上げます。

　ところで、住民アンケートでは、若者定住促進対策として雇用の場の確保、交通機関の充実、子育て支援事業の充実等が上位に挙げられています。これらの対策を推進するというのはもちろんですが、町外に住んでいる方にもっと奥多摩の生活のよさを知っていただくということが必要ではないかなというふうに思っています。

　例えば、奥多摩の教育のすばらしさ、もっとＰＲできたらなと日ごろから考えていました。なぜならば、奥多摩の幼児教育それから学校教育というのは、一人ひとりに行き届いた指導がされています。もちろん人数の少ないということで、それが可能だと思うんですが、それ以外に先生方の指導、その辺もあると思います。

　また、豊かな情操教育も実践され、学習環境も整備されていると思っています。人格形成の上でも、学力向上の上でも、奥多摩の教育はどこにも負けないというふうに自分は思っています。町外の親子を対象にした学校見学とか体験入学、あるいは山村留学制度を設立して、子どもたちにも奥多摩の教育や生活を体験してもらうということができないでしょうか。

　過疎化・少子化対策としての若者定住促進事業は町の重要施策であります。事業推進にあたり、財政支援とともに町のよさを知っていただくための方策を考えていただきたいと思っています。

　今後、町として、若者定住促進事業を推進するにあたり、町のよさをどうアピールしていこうと考えているか。また、推進していく上で、何が重要だと思っていますか。以上２点についてお聞かせください。

　２件目の質問です。町の財政基盤確立のために、観光事業の活性化を是非お願いいたします。

　町の財政基盤確立のために、町は長年にわたる行財政改革と東京都との信頼関係を築き上げてきました。また、経費削減、それから住民の負担の軽減のために、都営水道一元化、ごみ収集事業における西秋川衛生組合への加入は、本当に評価されるものであると思っています。

　ところで、今後さらなる財政基盤確立のために、観光立町である奥多摩町にとっては観光事業の活性化は重要なことであると思います。ちょうど、今年から国民宿舎鳩の巣荘の解体と設計委託が予定されているそうですが、町の観光への起爆剤として、これは重要な事業であると思っています。解体と設計委託に対して、町としてはどのような考えを持っていますか。また、今、どこまでそれが進んでいるかお聞かせください。

　また、観光協会も新たなメンバーでスタートしました。観光事業の活性化に対して、どのような経営方針、そして戦略を持っていますか。

　以上２点について、その考えをお聞かせください。よろしくお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　河村町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　３番高橋邦雄議員の一般質問にお答え申し上げます。

　初めに「過疎化・少子化対策としての若者定住促進事業の推進について」のご質問、１点目の「教育を始めとする奥多摩のよさ、すばらしさをもっとアピールすることの必要性をどう思うか」でございますが、私も、より積極的にアピールすべきであるとのご意見には、大いに賛同をいたしております。

　町では、ご承知のように第４期長期総合計画の第３番目に「豊かな自然に育まれるまちづくり」の中で、①として、自然から学ぶ奥多摩っ子の育成、②として、地域と人材（ひと）を活かした共育（きょういく）、③として、おくたま文化の公開と活用の３つを推進しながら、次代を担う子どもたちを育んでいくことを目標としております。

　そして、これらを実現するため、平成16年度から実施している「基礎学力を育む学校づくり推進事業」では、小・中学校各校に対し毎年60万円ずつ交付し、各校がそれぞれ独自の方針で児童・生徒の学力向上を図っているほか、小学校では各学年における移動教室、社会科見学、交流学習への補助、中学校では修学旅行、移動教室、体験学習への補助とともに部活動に対する支援も行い、保護者の皆様の経済的負担を軽減しております。

　さらに、学習環境の整備として毎年学校施設の整備を行っておりますが、平成24年度では、新たに特別教室等の冷暖房の完備、校舎内装の木質化の推進、校庭の一部芝生化などを実施いたします。

　また、来年実施される第68回国民体育大会「スポーツ祭ＴＯＫＹＯ　2013」の開催を契機に、安全で快適な環境で伸び伸びとスポーツ等に打ち込める体制を整備するため、登計原の奥多摩総合運動公園グラウンドの全面芝生化を実施するなど、学校教育と社会教育の両面で、子どもから大人まで幅広く豊かな自然の中で学ぶことができる環境づくりを進めております。

　こうした事業につきましては、議会を始めとしてさまざまな機会をとらえて、住民皆様に説明してまいりましたが、ややもすると観光地としてのＰＲが優先され、奥多摩の教育の予算について知ってもらうことや、奥多摩町に住んでもらう、若者に定住してもらうという面で、町外に対してのアピールは、必ずしも十分ではなかったと反省しているところであります。

　ご質問にもある、若者定住促進事業の大きな柱の１つである子ども・子育てへの支援についても、当町は、他の自治体に比べても、子ども１人当たりへの支援額は都内でもトップクラスではないかと自負しております。そのことを大きくＰＲするため、町ホームページのトップに支援事業の内容を紹介しておりますが、今後は教育に関しても、同様に町の施策を積極的にアピールしていくことといたします。

　また、子育て世代を対象にした学校見学や体験入学の実施、山村留学制度の設立についてですが、学校見学や体験入学については、希望する保護者に対する対応は十分可能だと思いますが、山村留学制度については、全国的な少子化で子どもの数が年々減少していく現況で、どのくらいのニーズがあるか未知数ですので、現在実施している小・中学生を対象とした洋上セミナーにおける他市町村との交流、また、昨年、民間での被災地支援として実施された福島県伊達市の子どもたちを招いてのサマーキャンプなどを通じて、その必要性を探っていきたいと思います。
　２点目の「今後の若者定住化促進事業をどのように展開していくか」についてですが、平成21年度に見直しをし、平成22年度から実施している第４期長期総合計画後期基本計画において、奥多摩創造プロジェクトの２番目に位置づけている「生活創造プロジェクト」の中で、新たな定住化の創造として、町営住宅の整備、住宅取得の促進、空き家バンク事業を掲げ、それに付随して移住相談窓口の設置や魅力あるまちづくり、道路整備などを行うとしております。

　これらを具現化した施策は、平成18年度から実施している「若者定住応援利子補給制度」と、平成22年度から創設した「若者定住応援補助金」であり、また、国の緊急経済対策交付金を活用して建設し、低額家賃で入居できる「海沢の若者住宅」であります。

　また同時に、町内の土地の有効利用を兼ねて宅地を造成し、分譲も行なっており、今年度も宅地造成を予定しておりますので、是非若者定住応援補助金及び利子補給制度を十分に活用し、町内に定住していただけるようＰＲをしていきたいと思っております。

　若者の定住と子育ては非常に密接な関係があり、これらがお互いに機能して初めて若者の定住が進み、子どもの数も増えてくると確信しております。今後とも、若者定住促進のため努力してまいりますので、皆様方のご協力をお願い申し上げます。

　次に「町の財政基盤確立のために観光事業の活性化を」についてお答え申し上げます。

　国民宿舎鳩の巣荘は、昭和35年に建築された建物で、建築後50年以上が経過しており、毎年のように補修を行い営業してまいりましたが、利用者の減少に歯どめがかからず、また、一時的な補修等では経営環境の改善が見込めないため、数年前より改築及びそれに伴う財源措置を検討してまいりました。平成22年度には、詳細かつ具体的に検討するため、鳩の巣荘の利用計画概要調査を専門業者に委託し、利用者アンケート等の実施や聞き取り調査などを行い、利用者の立場から見た改善点や満足度などを調べるとともに、改築する場合の立地場所を含めた、今後の事業の方向性や事業の成功性等を検証いたしました。

　この報告書では、接客を含めたソフト面と施設の再利用意向では満足度が高いものの、既存施設の老朽化が利用者の不満足要因となっていること、昭和35年の建築であるため、建築基準法に定められた基準を満たさないことが想定されること、今後も多額の修繕費が必要であることなどから、経営状況の改善のためには、施設の全面建て替えが望ましいとの報告がされております。

　報告書の概要につきましては、議員皆様にもご理解いただくため、平成23年３月議会で説明させていただきましたが、当時と議員構成も変わっておりますので、若干触れさせていただきます。

　まず、土地の利用に関する当該地の法律的な規制ですが、８つの法例や条例に該当しているため届け出や申請は必要となりますが、法例等の範囲内であれば特に問題になることはなく、一番係わりのある法律である自然公園法でも、敷地面積と収容人員などが規定内であれば、一般的に適用される制限はないとの報告をいただいております。

　次に、鳩の巣荘の評価ですが、アンケートや聞き取り調査の結果では、接客や食事の満足度は高いものの、ロビーや浴室、客室などのハード面の改善が指摘されております。

　次に、既存施設の課題ですが、客室稼働率が全国平均の６割と低いことが指摘されましたが、主な要因は、施設の老朽化であるため、施設の全面建て替えが望ましいとの報告になっております。

　以上のことから、全面建て替えを行うための候補地選定や、新たな施設概要、これは施設の規模や整備内容、宿泊定員といったものですが、これらの施設計画を立て、これに伴う建築費や備品費などの概算額を算出いたしました。また、非常に重要な部分であり、かつ施設建築を左右することになります建築後の収支計画も検証をいたしました。

　この中では、現在の客室稼働率と東京都の平均稼働率の２通りを使用し算出しましたが、既存施設の過去の稼働率が高かったことや、50年間を営業していて知名度も高いこと、リピーターが多くいることや、リニューアル効果が期待できることなどから、施設建築後の黒字化が期待できると判断しております。

　また、同じ３月定例町議会において議案として提出いたしました平成23年度一般会計予算（案）において計上させていただきました鳩ノ巣荘基本設計委託料についても、ご審議をいただき、予算を可決していただいております。

　平成23年の６月には、棚沢自治会及び町内の宿泊業や飲食店を営まれている方を対象に、報告書の概要説明と、鳩の巣荘の建て替えについての説明会を開催し、７月から基本設計に着手して、今年の３月に基本的な設計がまとまったところでございます。

　ご質問の「鳩の巣荘の解体と設計委託に対する町の考え方」でございますが、鳩の巣荘の建て替えを行うことで、鳩の巣荘の経営を安定化させて直接的な雇用の確保を図ることはもちろんですが、同時に、鳩の巣地区の滞在交流人口の増加を図り、この効果が他地域へと波及することで町全体の活性化と振興が図れることが期待できますので、早期に事業を執行したいと考えております。

　平成24年度の事業でございますが、昨年度に実施しました基本設計に基づき、今年から具体的な実施設計に着手し、その後、既存施設の解体撤去工事を、今年の秋から冬にかけて予定しております。

　また、実施設計の内容でございますが、「鳩の巣荘利用計画概要調査報告書」の基本計画及び昨年度実施いたしました基本設計に基づき、宿泊や日帰り入浴、宴会場や会議場等を完備した建物とし、目的に応じて幅広く利用できるような施設とするつもりでございます。

　来年度以降の予定でございますが、平成25年６月の定例議会に案件として計上させていただき、ご承認をいただきましてから建設工事に着手し、平成26年度中の竣工を予定しております。

　次に「観光事業の活性化に対しての経営方針や戦略」でございますが、基本的に町で行う事業は「第４期奥多摩町長期総合計画」に基づいた実施計画を作成し、この実施計画に基づいて事業の予算計上を行っております。

　この計画の第４章は観光関係の章になっておりますが、この中で、新たな観光戦略の展開と推進の柱として、観光資源の活用と充実、情報発信の強化、交流観光の推進、湖面や河川等を利用した観光振興の４点が掲げられ、この４本の柱に沿って各種の事業を推進しております。

　観光資源の活用と充実では、山歩き絵図の活用や花の里づくり事業による地域の活性化、観光施設の整備やイベントの充実などに取り組んでおります。

　情報発信の強化では、観光パンフレットの作成と配布、ＪＲ構内へのポスターの掲出、インターネットによるＰＲの充実などに努めております。

　交流観光の推進では、海沢の体験農園を核としたグリーンツーリズム事業の運営に取り組んでいるほか、湖面や河川を利用した観光振興では、カヌーフェスティバルや町内釣り場共同パンフレットの発行などを行い、利用者の掘り起こしに努めております。

　また、町の新たな観光事業でもある森林セラピー事業につきましても、交流観光の推進に位置づけて事業を進めてまいりましたが、ご承知のとおり、昨年４月から「一般財団法人おくたま地域振興財団」を設立し、この事業がさらに拡大・発展するよう推進してまいります。

　町の観光協会の役員も４月の総会で新たな体制となりましたが、まず第一にお願いしたのは、社団法人格の取得でございます。法人格を取得することで公の団体としても認知され、また会計の透明性が図られると同時に、観光に関する業務を町と協会とに割り振ることにより、町と協会の役割分担が図られ、効率的かつ効果的な観光振興がより一層図られるものと思われます。

　観光サービスを向上させ魅力的な観光のまちを実現するためにも、町も観光協会も、町内の資源や名所などを積極的にＰＲし、また新たな観光戦略を企画立案して実施するなど、町と観光協会の果たす役割はますます重要となってきております。

　観光協会が法人化された後には、町と観光協会が車の両輪となり、町を訪れる方々の多様なニーズに応えるため、イベントやＰＲを積極的に実施し、町の振興と活性化に努めてまいりたいと考えております。

○議長（清水　典子君）　お諮りします。会議の途中でありますがここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時10分から再開といたします。

午前10時58分　休憩

午前11時10分　再開

○議長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　高橋邦男議員、再質問はありますか。はい、どうぞ。

○３番（髙橋　邦男君）　質問ではないですけど、ちょっと意見としてつけ加えさせていただきます。よろしいですか。

　２点目の観光事業の活性化ということで２つほどつけさせていただきます。

　１つ目の、鳩の巣荘の建設なんですけども、心配している方も多くいるのは知っていると思うんですが、期待している方も結構多くいます。是非、この奥多摩の観光というだけじゃなくて、奥多摩全体のことで、やはり、外から来てくださる方々に喜んでもらえるようなそういう施設、現時点での最善の方法で進んでほしいなというふうに思っています。

　それから、もう一つは森林セラピー、海沢の農園事業ですね。やはり奥多摩観光の目玉っていってもおかしくないと思います。やはり自分なんかも思うんですが、外から来る人は、この奥多摩の自然を楽しむということと同時に、この奥多摩の地域の人たちとの交流を楽しんでいるというふうに感じているんですね。是非、人々との交流の部分、特に住民の皆さんの協力も必要になってくると思いますので、その辺もひとつ、きめ細かい施策で取り組んでほしいなと思っております。どうもありがとうございました。

○議長（清水　典子君）　以上で、３番高橋邦男議員の一般質問を終わります。

　次に、５番杉村良一議員。

〔５番　杉村　良一君　登壇〕

○５番（杉村　良一君）　都直営バイオマス火力発電の設置についてお伺いいたします。

　本件に関しましては、昨年の町議選でお話しをさせていただき、今年の初めに書面にて町にもその検討のお願いをいたしております。また、個人的には、林田都議にも本件をお話しさせていただきました。その後、町長選での公開討論会でも本件が議題になっておりました。

　私の提案というのは、町に火力発電所つくっていただきたいとか、東電につくっていただきたいとかそういうことではなくて、東京都にその設立をお願いしたらいかがかという、そういう提案でございます。以下、本題に入らせていただきます。

　東京都は、今まで電力の供給を他県を通しての電力会社に依存しておりましたが、今回の東日本大震災の原子力発電の事故により、東京都は独自の発電施設を持つ必要性を痛感してまいりました。

　原子力発電が廃止の方向にある現在、火力発電所が見直されております。東京都も地産地消を目標に掲げて、液化天然ガスによる火力発電の設置プロジェクトチームを発足いたしました。

　一方、東電を含め多くの電力会社が木質バイオマス・石炭混焼火力発電の開発を進め、実用化の段階に入っております。このような背景のもと、奥多摩町にバイオマス発電所を設置してもらえると、数々の多くの利点がございます。

　まず第１に、奥多摩町及びその周辺地域の森林資源の有効活用ができます。間伐材の利用、針葉樹伐採後、後継者の問題や経済的問題で植林計画がなく、荒地となる可能性が出てまいりました。自然に生えた落葉樹を燃料として利用できるのではないかというのが１点。

　２番目に、森林環境保全ということで、間伐材が利用できることによりまして、美山をつくることができる。一方、落葉樹を受動的でなく、もっと積極的に植林をすることにより、腐葉土も増え、針葉樹より治水効果が大きくなります。また、バイオマスは炭酸ガスの排出量も少なく、自然に優しい火力発電でございます。

　３番目として、観光産業の活性化。安価な外材、新建築材の導入によりまして、本格的木造建築が減少している現在、針葉樹の需要増というのは今後、以前のように活性化できるようなそういう期待はできない。むしろ発想を変えて積極的に落葉樹を植林することによって、紅葉の奥多摩町とすることができるのではないかと。

　私の家の前でも、小さいころは秋になると紅葉が大変きれいでございまして、今は逆に、もう煙のように花粉が舞い上がっている、そういう状況でございます。そういうことで、サルやイノシシ、動物とともに住むことができる共存共栄の自然が豊かな町にすることができるのではないかということ。

　それから、これが大変大切なんですけども、雇用促進による地域活性化ということで、新たな森林整備産業、発電所の従業員、チップ工場従業員等で多くの雇用を創生することができるということでございます。

　奥多摩町は先見の明によりまして、もえぎの湯で既に木質バイオマスを利用しております。木質バイオマス・石炭混焼火力発電は、まだ経済的にいろいろ問題があるようでございますけれども、この数年の間に大幅な炉の改善が期待できると。今から東京都に液化天然ガスの発電所と同時に木質バイオマスの発電所も考慮してもらえるよう、町として、最初に公式に都に請願することが肝要かと考えておりますけれども、町長のご所見をお伺いいたします。

　以上でございます。

○議長（清水　典子君）　河村町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　５番杉村良一議員の「都直営バイオマス発電所の設置について」の一般質問にお答え申し上げます。

　初めに、東京都の発電所建設計画についてですが、既に報道等でご承知のとおり、東京都は電力の「地産地消」を目標に、東京都独自の100万キロワット規模のＬＮＧ（液化天然ガス）の火力発電所を東京湾沿岸地域に建設するためのプロジェクトチームを平成23年８月に立ち上げ、候補地の選定、事業化の方法等を検討しておりましたが、ここで採算性や技術的な調査結果をもとに、候補地を中央防波堤外側埋立地、砂町水再生センター用地、葛西水再生センター用地の３カ所に絞り、民間事業者を事業主体として、発電した電力を東京電力に売電する卸供給と、ＰＰＳ（特定規模電気事業者）への売電を組み合わせた仕組みが現実であると結論づけたとのことでございます。今後は、この３カ所の候補地の１カ所を選定して、東京都が基盤整備をした上で民間事業者から公募して、民間資金を活用してＰＦＩ方式で行い、運転開始まで６年から８年後を見込んでいるとのことでございます。

　さて、ご質問の「バイオマス発電について」ですが、東京電力を始めとする各電力会社では、ＣＯ２排出削減と未利用の森林資源の活用の両面から、石炭と木質バイオマスとの混焼発電に取り組んでおり、東京電力では平成24年から茨城県常陸那珂発電所において、年間７万トンの木質バイオマスを使用し、11万トンのＣＯ２排出削減効果を見込んでいるとのことであります。

　こうしたさまざまな背景と、森林資源の活用、環境保全、観光産業の活性化、地域の雇用促進の観点から、奥多摩町に東京都直営のバイオマス発電所を設置していただくよう請願すべきであるとのご意見ですが、本年度から森林資源の有効活用とＣＯ２排出削減のため設置し、運用しております「もえぎの湯」木質バイオマスボイラーについて、喫緊の課題としておりますのが、森林再生事業や花粉症発生源対策事業により、間伐、枝打ちした林地残材を効率的に運搬して、燃料として安定的に供給していくシステムづくりであります。

　ご質問のように、木質バイオマスを活用した発電システムについては、今後、大きく発展していく可能性もありますが、まずは、燃料となる木材を町内及び周辺地域からいかに安定的に供給することができるかが、東京都において木質バイオマス発電が成功するかぎと考えておりますので、東京都、東京都森林組合、町内製材事業者、山林所有者、山林ボランティア、商業関係者及び町職員で構成する奥多摩町木質資源循環システム構築検討委員会等で、早急に循環システムづくりを行っていきたいと考えております。

　その上で、こうした委員会を通じて、ご提案の「木質バイオマス発電所」につきましても、研究・検討して努力をしてまいりたいと思っております。

　杉村議員の理念、あるいは考え方については、非常に私たちも理想とするところでありますけれども、まず第一に、地元の木質バイオマスボイラーに対する供給問題というのは喫緊の課題でございますので、それを含めながら研究をし、今後、いろんな意見の中で将来的に向かって提言をしてまいりたいというふうに思っております。

○議長（清水　典子君）　杉村良一議員、再質問はありますか。どうぞ。

○５番（杉村　良一君）　今回の提案に関する火力発電所に関しましては、非常に長期的施策、計画が必要で時間がかかると思いますので、これはこれで是非検討をお願いしたいわけですけれども、一方、チップ工場に関しましては、これは先ほど、もえぎの湯の木質資源の構築プロジェクトがあるということでございますので、そこでこの火力発電と別個に、チップ工場に関する独自の計画、あるいはその施策を検討していていただければ大変ありがたいと思います。以上でございます。ありがとうございました。

○議長（清水　典子君）　どなたかありますか。企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　杉村議員の再質問にお答えいたします。

　ただいま町長からもございましたけれども、木質のチップというのは有限のものでございますし、また、現にもえぎの湯でボイラーも導入しております。この資源等も含めて総合的に多角的に、またこの検討委員会の中には、東京都の職員も中にメンバーでおりますので、今後、いろんな角度からこれらのメンバーで検討してまいりたいというふうに考えております。以上です。

○５番（杉村　良一君）　前向きに検討していただけるということで誠にありがとうございます。以上で終わります。

○議長（清水　典子君）　以上で、５番杉村良一議員の一般質問を終わります。

　次に４番、原島幸次議員。

〔４番　原島　幸次君　登壇〕

○４番（原島　幸次君）　４番原島が質問いたします。

　１つ目の質問でございますが、街道沿いのスギ、ヒノキの間伐及び枝打ちの積極な積極的な取り組みをお願いしたいと思います。

　「巨木と清流の町奥多摩」をうたい文句に、観光立町が叫ばれておりますが、各街道沿いのスギやヒノキにさえぎられ、せっかくの清流が大変見えにくくなっております。また観光の妨げになっていることも事実でございます。また場所によっては、日光が当たらないため、冬場には凍結したり、あるいはカーブ等では見通しが悪く、交通の安全安定性も危ぶまれる次第でございます。

　昨年は、青梅街道沿いの古里付周辺の間伐が行われまして、大変多摩川がよく見え、また周囲も明るくなり、通行する人に大変喜ばれております。当町においては、地主との交渉に大変ご苦労されていると思いますが、より積極的な間伐及び枝打ち等を行なっていただければと思います。

　次の質問でございますが、歩行者に対する交通安全対策についてでございます。

　最近、子どもの通学時の悲惨な交通事故が頻繁に発生しております。当町においても危険箇所が随所に見られます。いま一度、通学路の確認をしていただき、危険と思われる場所は、歩道の拡張、ガードレールの設置、朝の通学時の交通整理員の配置等、シルバー人材等に依頼してもよろしいかなと思いますが、検討をお願いしたいと思います。

　また、白丸から鳩の巣荘へ向かう遊歩道が長期にわたり通行止めになっております。観光客が、国道を迂回して歩くようになっておりまして、国道には歩道もなく、大変危険ですので、早急な対応をお願いしたいと思います。

　以上でございます。

○議長（清水　典子君）　河村町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　４番原島幸次議員の一般質問にお答え申し上げます。

　初めに、「街道沿いのスギ、ヒノキの間伐及び枝打ちの積極的な取り組みを」ですが、町の面積は２万2,563ヘクタールで、この面積の93.8％は森林が占めるため、森林面積は２万1,161ヘクタールとなっております。その森林面積の半分に当たる１万458ヘクタールはスギ、ヒノキなどの人工林となっており、残りの面積が広葉樹などの天然林であります。

　近年は間伐事業や枝打ち事業などの実施により、森林整備が進んできているものの、今なお手入れ不足で過密な人工林は存在し、森林の公益的機能の低下が懸念されております。

　また、花粉症患者の増加は人工林の伐採が停滞し、スギ花粉を多く発生する30年生以上のスギ林がふえたことも原因の一つとされております。

　森林がその機能を果たすためには、間伐や枝打ちなどの手入れと適切な時期での伐採、その後の植栽や下刈りなどの循環が必要であると思われます。

　町が行っております間伐事業の東京都からの受託している森林再生事業ですが、荒廃が進んでいるスギ、ヒノキの人工林について、健全な森林に再生することで森林の持つ公益的機能を回復させることを目的として実施されております。この事業は平成14年から始まりましたが、平成23年度末までに2,649.4ヘクタール、町の人工林の約４分の１の森林整備が実施されております。

　また、枝打ち事業につきましては、花粉の発生量を削減する目的に平成18年度から始まった事業で、森林再生事業を実施した森林を対象地として平成23年度末までに449.3ヘクタールを実施してまいりました。

　いずれの事業も町内一円を対象に実施しておりますが、ご質問の中にありました古里付の青梅街道下の森林につきましても、この森林再生事業と枝打ち事業により実施整備したものであります。この場所につきましては、青梅街道沿いということで大変目立つ場所という関係から、事業のＰＲとしても大きな反響を得ているところであります。

　今後も、国道や都道沿いは景観対策的な観点から整備を進めてまいりたいと思いますし、街道沿いに限らず、荒廃した町内の森林を健全な森林に再生するため、所有者の方の了解を得て、積極性に間伐事業や枝打ち事業を推進してまいります。

　次に、「歩行者に対する交通安全対策について」ですが、平成24年度の新学期が始まり、町内各小・中学校におきましては、順調に新学年のスタートを切ることができましたが、全国的に見ますと、ご質問にありますとおり、登下校途中の児童が巻き込まれる悲惨な交通事故が発生しております。

　各学校におきましては、児童・生徒の登下校時の安全確保対策、事故や事件の未然防止につきまして、地域ごとの集団登下校、各小・中学校で毎月１回ずつ安全指導日を設定し、定期的に指導しており、朝の登校時間帯には町内の駐在所の警察官、教職員、地域の方々に交差点等で登校の安全を見守っていただいておりますほか、青梅交通安全協会第９、第10、第11支部の指導員により、新学期には春の交通安全週間として10日間、毎月10日を交通安全の日として、交通安全指導を実施していただいております。

　また、小学校のセーフティ教室では、各地域、各通学路における子どもの目から見た危険箇所、安心できる箇所を地域安全マップとして作成しておりますが、このマップについて児童が自分たちの目で見た状況を保護者の前で発表し、各家庭において意見交換をし、家庭内での共通認識を深め、事故防止に努めているとともに、学区内の状況について児童及び保護者、地域の方、学校関係者で確認しているところでございます。

　しかしながら、昨年、今年と発生している交通事故につきましては、児童・生徒が学校での指導を守り、安全確認をしっかりしても避けようのないものもあり、学校での指導とともに通学路の安全確認についても必要があると考えております。

　町内の道路は急峻で、国・都道は幅員も狭く、歩道が設置されている場所以外が、交通に支障がある場所と認識しております。毎年、町立小・中学校ＰＴＡ連絡協議会からも、児童・生徒の交通安全対策及び生活環境改善要望をいただいており、その中に地域の通学路の危険箇所、安全対策についての要望も数多く寄せられており、町からも、国・都道の歩道設置要望書を東京都町村会及び東京都西多摩建設事務所へ提出しておりますが、その回答では、道路新設時には歩道も整備しているが、現道に歩道を整備することは、用地確保や急峻な地形のため整備が進んでいない状況であるとのことでございます。

　多摩川南岸道路の整備では幅員2.5メートルの歩道を整備しており、徐々にではありますが歩道整備を実施しているとのことであります。

　町といたしましては、引き続き東京都へ歩道の整備を強く要望してまいります。

　また、奥多摩駅前町道では一部に歩道が整備されておりますが、その他の町道では、幅員も狭いため拡幅するにも用地確保を行い、家屋等の移転もある場所などもあり、歩道整備までは時間がかかりますが、歩行者の安全対策として、路面に通学路徐行などの表示や歩行者優先の看板設置を行なっているところであります。

　また、青梅警察署からも、危険箇所等の要望があれば道路管理者とともに点検を実施するとのことですので、引き続き交通安全対策につきましては学校や警察、関係機関との連携、さらには地域の方のご協力をいただきながら取り組んでまいります。

　次に、白丸調整池南岸遊歩道の通行止めの関係でございますが、白丸ダムは御嶽にあります多摩川第三発電所に、発電用の水を送るためにつくられたダムで、東京都交通局が管理しております。

　ご質問の南岸遊歩道は、このダムを管理するための巡視路として設置された道で、下流側は「鳩の巣渓谷遊歩道」を経て古里駅に、上流側は「数馬峡遊歩道」を経て奥多摩駅につながる「大多摩ウォーキングトレイル」となっております。

　この南岸遊歩道部分の山腹には多くの石が露出していたことから、交通局が落石防護工事を行っていましたが、昨年３月11日に発生しました東日本大震災により、遊歩道への倒木や落石が数カ所で発生し、また、山腹上部から大きな石が湖に落ちて、途中に設置されておりました鋼鉄製の落石防護柵を破壊したこと、余震が続き再度の落石の恐れがあること、被災地復興を優先するため作業員や資材などの確保が困難なことから、一般の方の通行を規制するため巡視路を閉鎖することになり、ダム堰堤から数馬峡までの間は国道を迂回することになりました。この迂回区間の国道には歩道は設置されておらず、また、幅員も狭く危険なことから、早期に巡視路を開放していただくよう要望も出しております。

また、多くの観光客の方が利用していたことから、早期解放の要望書を、実は、昨日でございますけれども、観光協会からもいただきましたので、町と共同をして、さらに従来の要望書に加えて、要望活動を交通局、あるいは建設局等を含めた関係局に近々のうちに行う予定でございます。

　今後も観光の問題等を含めて、道路の通っている危険等も含めて町と観光協会が連携しまして、早期の解放に向かい、東京都に対して、安全で安心して通れるよう要望してまいりたいというふうに考えております。

○議長（清水　典子君）　原島幸次議員、再質問ありますか。はい、どうぞ。

○４番（原島　幸次君）　質問ではございませんが、１点だけお願いを申し上げたいと思います。

　歩行者に対する安全対策についてなんですが、市町村によっては、特に危険と思われる通学路等には、車道と歩道との間に丸太のガードレールを最近設置しております。この木材の多い当町といたしましても、その辺をご検討いただければ大変ありがたいのかなと思います。

　以上で、４番原島幸次、質問を終わります。ありがとうございました。

○議長（清水　典子君）　以上で４番原島幸次議員の一般質問を終わります。

　次に、９番須崎　眞議員。

〔９番　須崎　　眞君　登壇〕

○９番（須崎　　眞君）　それでは、奥多摩駅京王タクシー撤退の経緯と今後の町の取り組みについてお伺いいたします。

　奥多摩町の人口減少、また、自家用車の普及、観光客の減少等により、今年４月１日、奥多摩駅前タクシーが撤退しました。タクシーは、公共交通機関に代わる交通手段として、長年にわたり一部の住民が利用しており、タクシーの撤退によって、特に高齢者の方が不便を感じております。国の営業基準、採算等を考慮しますと、民間企業でタクシーの営業を行うのは困難であると思います。京王タクシーの撤退の経緯と、今後、タクシーに代わる町の対応策がありましたらお聞かせください。

○議長（清水　典子君）　河村町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　９番須崎　眞議員の「奥多摩駅京王タクシー撤退の経緯と今後の町の取り組みについて」の一般質問にお答え申し上げます。

　初めに、奥多摩駅前の京王自動車氷川営業所撤退の経緯についてですが、奥多摩町が誕生する以前の昭和27年から、前身の青梅交通がタクシー６台で営業を開始し、その後、京王自動車が引き継いで約60年間営業を行ってまいりました。しかし、この間、奥多摩町では昭和30年の町発足時に１万5,513人いた人口が、現在では、5,933人と約60％も減少しており、合わせて自家用車の普及により、観光客等も自家用車で来町するようになったことから、タクシーの利用者も大幅に減少しております。

　このため、営業所の売り上げが赤字に転落し、町では、平成17年から側面的支援として、タクシー保管と乗務員の駐車場を町営氷川駐車場内に３台分確保し、年間100万円程度の支援を続けてまいりました。

　しかし、利用客の減少に歯止めがかからず、平成22年度には京王自動車本社の役員も交えて勉強会を開催し、何らかの打開策を検討してまいりましたが、その過程で会社側から、平成23年１月から平日午後６時以降の夜間営業を実質中止すると申し入れがありました。

　町としても、夜間営業中止の影響を考慮し、平成23年度当初予算において100万円の帰宅困難者支援補助金を計上し、京王自動車に対して試験的な夜間営業の再開をお願いいたしましたが、京王自動車としては、本社に補助金が交付されても営業所の売り上げに反映されず、したがって乗務員の収入に結びつかないこと、タクシー事業者としては、やはり利用者からの料金を収入の基本としたいこと、これまでの実績から、一定期間夜間営業を再開しても劇的な収入増は見込めないことなどから、結果的に補助金の予算執行ができず、いたし方なく補正減としたものでございます。

　京王自動車では、依然として営業収入が増える見込みもなく、また抜本的な打開策のないまま夜間営業の中止から１年間営業しておりましたが、これまでも、営業所単位の最低車両数が５台以上と運行管理者による管理が必要であるという、タクシー事業の許可に関する道路運送法及び平成13年国土交通省関東運輸局長公示の規定にもかかわらず、氷川営業所では２台の車両での営業と、運行管理者がいないことなど基準を満たしていないこともあり、今般、この指導が一層強化されることになることから、本年２月28日に、３月31日をもって氷川営業所を閉鎖したい旨の申し出がありました。

　町としても、法律及び監督官庁の指導に基づいての京王自動車本社の決定による申し出を受け、もはや町が補助金を交付して試験的な運行をするなどでは氷川営業所を存続することは不可能であると考え、断腸の思いで受けとめた次第であります。

　その上で、これまでの経緯を踏まえて、今後の町の取り組みについてですが、４月以降、現実的に奥多摩駅前からタクシーがなくなってから、一部の地域の住民の方々や登山客の方々から、駅前にタクシーがないのは困るという意見や電話をいただいており、実際、たとえ月に１回でも定期的にタクシーを利用していた方々にとっては大きな問題であるとの認識から、行政として交通弱者の方々に今後どのような支援ができるのか、庁舎内に関係職員によるプロジェクトチームを設置し、これまで行ってきた町内医療機関への送迎サービス等の実績も踏まえ、また、実際にどのくらいのニーズがあるかなど、全町的な視点で検討しているところであります。

　冒頭にも申し上げたとおり、人口が6,000人を切り、高齢化率も42％とますます高くなり、在宅の独居高齢者世帯が19％、高齢者のみの世帯が33％という現況を踏まえ、自家用車などの交通手段を持たない高齢者に何らかの支援ができないか、前向きに検討しているところでございます。

○議長（清水　典子君）　再質問はありますか。

○９番（須崎　　眞君）　はい。再質問ではないんですが、ちょっとお願いで。

○議長（清水　典子君）　はい。

○９番（須崎　　眞君）　今、前向きに検討してくださるそうですけれど、できれば早く、医療にかかる人たちと、海沢とかそういう所の人は何かバスが、老人ホームのバス等が１日10回出ているそうですけど、また出ていないようなところの人が何かちょっと困っているようでございますので、是非早急に検討していただきたいと思います。よろしくお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　以上で、９番須崎　眞議員の一般質問を終わります。

　次に、６番村木征一議員。

〔６番　村木　征一君　登壇〕

○６番（村木　征一君）　それでは、私は、今定例会で１件の質問をさせていただきます。

　今、９番の須崎議員からも話がありましたけれども、私は、また違う角度から提案という形で質問をさせていただきます。

　私は、１点目で過疎地有償運送、これはタクシーにかわる運行の方法ですけれども、これにつきまして提案をさせていただきたいと思います。

　奥多摩駅前で営業をしていましたタクシーも４月からなくなり、お年寄りや車を持たない人たちは大変不便を来たしております。そこで今、全国の過疎地域で導入している「過疎地有償運送」の運行について提案をしたいと思います。

　この過疎地有償運送は、ＮＰＯを始めとした非営利の法人や組合等が主体となり、自家用自動車を使用して対象地域内における住民を有償で輸送する形態であり、乗客から輸送の対価を受ける交通サービスについて規定をされている道路運送法では、第79条に位置づけられていることでございます。

　この制度の特徴は、国土交通大臣が認可をするものですけれども、過疎地域でタクシー等の公共交通機関によっては、住民に対する十分な輸送サービスが確保できない地域であることや、幾つかの制約がございますけれども、自家用車を使用できることや、第１種免許を持っている者で、国土交通大臣が認定する講習を修了していれば運行できるなと、プロのタクシー運転手でなくても運行が可能になるなど、過疎地域に合った制度ではないかと思います。是非研究・検討をしていただきたいと思います。以上です。

○議長（清水　典子君）　河村町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　６番村木征一議員の「過疎地有償運送（タクシーにかわる）運行について」の一般質問にお答え申し上げます。

　奥多摩駅前で営業していた京王自動車氷川営業所は、平成24年３月31日をもって60年間にわたる営業を終了し、奥多摩町から撤退した経緯につきましては、９番須崎　眞議員の一般質問で答弁したとおりでございます。

　議員からご提案のありましたタクシーにかわる過疎地有償運送の運行についてですが、「過疎地有償運送」は、道路運送法第78条第２項に定める自家用有償旅客運送のうち、道路運送法施行規則第49条第２号の規定に基づき、平成18年に新たな登録制度として創設されたもので、特定非営利活動法人等、ＮＰＯ法人等でありますが、過疎地域自立促進特別措置法に規定する過疎地域、これは当町も該当いたしますが、この地域において、タクシー等の公共交通機関によっては十分な輸送サービスが確保できないと認められた場合、あらかじめ登録された利用者に対して、営利とは認められない実費の範囲内で自家用自動車を使用して行う輸送であります。このため、利用できる範囲は、登録された住民の方のみで、その他の住民や観光客等は利用することができません。

　また、この制度を導入するにあたっては、国や市町村などの行政、地域住民及び市町村を営業区域に含むバス、タクシー事業者、その他学識経験者等で構成する「過疎地有償運送運営協議会」を設置し、ＮＰＯ法人等が過疎地有償運送を行う必要性があるかどうかの協議を行い、構成員の合意を得ることになっております。

　しかし、これまでのケースを見ると、実質的に利害調整の場となっており、合意までに相当な時間を要しているのが実情であり、場合によっては合意を得られないケースもあるようであります。

　また、運送活動の主体は、法律でＮＰＯ法人等と特定されておりますので、担い手の少ない過疎地域では、ＮＰＯ法人の設立・運営も難しく、その他の公益法人等でも、こうした運送活動まで業務を拡大している事例は極めて少ないとのことであります。

　さらに、ＮＰＯ法人等が運営を行った場合、利用料金で運営することになりますが、他県の事例では、利用者数が当初の見込みを大幅に下回り、事業運営が厳しい状況で、行政からの支援や他の収益事業による補てん等がない場合には、自立的な運送活動は事実上困難ではないかとのことであります。

　また、運行ルートについても、既存のバス事業者との調整が必要であり、バス路線と競合しない、幹線からの乗り継ぎ方式が採用されているケースが多く、この場合、特に高齢者にとっては自宅から最寄りのバス停までの運行となり、乗り継ぎによる身体的負担、経済的負担が発生し、利用しにくいのが実情であります。

　その他、運行管理の責任者を置くこと、事故等に対応した損害賠償措置を適切に行うこと、安全運転のための記録の管理、使用車両の確保のほか、所管の運輸支局に対して年１回の輸送実績の報告、事故が発生した場合には迅速な報告が必要なことなど、細々とした事務作業も必要になりますので、果たして新たにＮＰＯ法人を設立して過疎地有償運送を実施しようとする方がいるのか、現段階では難しいのではないかと考えているところでございます。

　議員ご提案の「過疎地有償運送」につきましては、私どもも研究しましたが、当町のように鉄道路線が中心部まで運行され、そこからさらにバス路線が伸びている地域で導入するには、クリアすべき課題が多い制度ではないかと思っております。

　その上で、先ほどの９番須崎　眞議員の一般質問でもお答えいたしましたが、現在の町の現況を考えた場合、高齢者の足の確保につきましては、行政が主導的立場になって、確実に、安全・安心に運行する体制が必要ではないかと考えており、現在その検討を行なっているところでございます。

○議長（清水　典子君）　村木征一議員、再質問はありますか。どうぞ。

○６番（村木　征一君）　これは再質問というか、答弁は必要ございません。

　私が、この質問をするのに、国土交通省に電話で問い合わせをしたり、それからＮＰＯにこの冊子を取り寄せたりしましたけれども、今、町長から答弁があったとおり、いろいろ制約があることは十分承知をしております。

　私が聞いたのは、国土交通省自動車局旅客課新輸送サービス対策室というところで聞いたんですけれども、今、全国の過疎地域で61の団体が、この冊子にも載っておりますけれども、この制度を利用して運行しているということでございました。運行団体は、今、町長から話がありましたようにＮＰＯを始め社会福祉協議会、シルバー人材センターなどで、タクシーが撤退してしまった地域での有効な輸送の方法の１つというふうに位置づけているようでございます。

　この近くでは、埼玉県東秩父村、これがＮＰＯ法人ふれあいやまびこ会というＮＰＯで運営をしているようでございます。もし参考にするようなことがありましたら、こういうところで参考にしていただければいいのかなというふうに思っているところでございます。

　答弁は必要ございません。以上で終わります。

○議長（清水　典子君）　以上で、６番村木征一議員の一般質問を終わります。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午後１時から再開といたします。

午前11時58分　休憩

午後１時00分　再開

○議長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に、10番竹内和男議員。

〔10番　竹内　和男君　登壇〕

○10番（竹内　和男君）　奥多摩町第４期長期総合計画についてお伺いをいたします。

　奥多摩町第４期長期総合計画が、平成17年から10年間のまちづくりの指針としてスタートしてから７年が経過しております。各部門ごとの方針がありますが、その中の第Ⅲ基本計画、第４章体験と交流のまちづくり「どうよ山の暮らし」、第２節森林（もり）を核とした地域産業の創造・推進、２.地場産業の振興の中に現状と課題として林業がありますが、町の重要な基幹産業でありながら、さまざまな理由（外国産材の輸入や新建材の開発等による国産材の需要の減少と、それに伴う木材価格の低迷）により生産活動が停滞しているが、今後、コスト軽減を図るための生産の基盤整備が急務となっているとあります。

　まさにそのとおりで、林業振興に必要な基幹施設は林道であり、新たな整備や改良が必要だと思います。また、これからの町の森林づくりを推進する上で重要になり、雇用の促進にもつながってくると思います。今後の奥多摩の森づくりの方向と林道整備をどのように進めていくのか、町長の意見をお聞かせください。

○議長（清水　典子君）　河村町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　10番竹内和男議員の「奥多摩町第４期長期総合計画について」の一般質問にお答え申し上げます。

　奥多摩町第４期長期総合計画は、平成17年度から平成26年度までの10カ年のまちづくりの指針として作成したものであります。今年度で計画年度の８年目となります。

　かつては町の基幹産業でありました林業も、安価な輸入材や住宅建築様式の変化などから木材価格が低迷して伐採が停滞し、このため、スギやヒノキなどの人工林は荒廃して山肌の崩壊などを引き起こすことになりました。

　林業振興に必要な基幹施設が林道であることにより、新たな整備や改良が必要とのご質問ですが、昨年、当町の林道で台風12号及び15号による災害が発生し、町道では４カ所、河川では１カ所、また、大丹波線及び沼沢線林道ほか５路線では2,266万円の災害復旧費による対応を行い、速やかに林道機能を回復いたしました。

　また、林道改良事業では、熊沢線、君平線ほか４路線で、法面改良と路面舗装工事、維持工事など、総額6,562万円の事業を実施し、林道の安全を図ってまいりました。

　ご質問の新たな整備や改良につきましては、東京都森林事務所所管林道におきましては、平成24年度、梅沢・寸庭線林道では、延長200メートル、幅員３メートルと、棚沢・越沢線林道では、延長約180メートル、幅員４メートルのそれぞれの開設工事を予定しております。また、真名井線、川乗線林道では、舗装及び法面改良を予定しております。

　当町におきましては、昨年予定していました西川線林道で盗伐事件が発生し、現在捜査中ということでもあり、地権者の承諾が得ることができないため、西川線につきましては一時休止せざるを得ません。平成27年度以降に開設事業を計画しておりました大丹波名坂地域への変更を行い、森林整備に欠かせない林道開設の実施継続を、平成24年度以降に延長1.25キロメートル、幅員４メートルで、平成24年度から26年度までの３カ年で開設事業を予定することといたしました。

　この路線につきましては、東京都の10分の10の補助により、地権者にご理解をいただいておりますので、今年度200メートルほどの開設を見込んでおります。

　また、改良事業では、イヤ入り線、槐木線、熊沢線３路線の落石及び法面崩壊を防止する工事を予定しております。

　今後、奥多摩町の林道整備につきましては、東京都林道網整備計画に基づいて、東京都と調整を行い、林道開設及び改良事業及び適切な維持管理を長期計画に基づき推進してまいります。

　次に、「奥多摩町の森林づくりの方向」ですが、町では、水源涵養機能等の公益的機能が十分に発揮でき、山地災害や自然災害に対しても抵抗力が大きく、また、木材の搬出が可能な地域においては、木材生産能力の高い森林を目指すため、水源涵養機能を高める森林においては、除伐・間伐等の整備を行い、木材の利用を行いながら生産と環境の調和のとれた森林を、山地災害の防止や土壌保全の働きを高める森林においては、広域的な皆伐の制限、適正樹種の植栽・育成等を行いながら、林地保全能力の高い森林を、保健・レクリエーション・文化・生物多様性機能を高める森林においては、広域的な皆伐の制限、人工林の適切な整備、天然林の保全等により、最適な状況に整備されている森林を目指しております。

　そして、すべての地域において、可能な限り木材生産としての樹木を育成し、地域が活性化するためにも、持続的な林業経営に適した森林を目指したいと考えております。

　森林は、人々にとってかけがえのない貴重な財産ですので、森林整備を進めることによって、林業及び観光産業の活性化を図るだけではなく、地球温暖化防止としての機能や雇用創出の場として大きな役割を果たしております。

　今後も、森林の整備と保全を推進し、東京都のご支援とご協力をいただきながら、望ましい森林の姿を目指してまいります。

○議長（清水　典子君）　竹内和男議員、再質問はありますか。

○10番（竹内　和男君）　要望をちょっとお話しさせてください。

　今、町長が台風の災害だとか林道については、さまざまなそういう手当てをされているということでございます。

　そして、奥多摩町、これ林道は46路線、今回、今お話がありました名坂線を入れますと47路線あるかと思います。そして延長も10万8,000メートル以上ございまして、それこそ林道といっても、生活道が50％以上含まれているかと思います。奥多摩町については、やっぱりこの林道がなくてはならない、そういうものかと思います。

　既設の林道については、そういうことで地域の生活環境の改善及び林道機能の向上を図るため、規格構造の改良や、今、お話のありましたような舗装化、災害復旧事業など、林道の適正な維持管理に努めておられるかと思います。

　特に、市町村を連絡する基幹林道については、災害時の避難道や迂回路となるため、集中的に整備を実施していただきたいと思います。

　以上、要望でございます。終わります。

○議長（清水　典子君）　以上で、10番竹内和男議員の一般質問を終わります。

　次に、１番石田芳英議員。

〔１番　石田　芳英君　登壇〕

○1番（石田　芳英君）　私からは、２項目についてご質問させていただきたいと思います。

　１点目でございます。旧小河内線の有効活用について（観光活用など）でございます。

　旧小河内線（東京都水道局小河内線）は、小河内ダム建設のための資材運搬用として、東京都水道局が敷設・管理していたものでございますが、昭和27年に開通し昭和32年まで運行されておりました。ダム竣工後はいったん西武鉄道に売却され、観光用として活用が検討された時期もありましたが、断念し、その後、奥多摩工業に売却され現在に至っているそうです。

　路線総延長6.7キロメートル、橋梁23カ所、トンネル23カ所、軌道幅106.7センチメートルの鉄道でございます。この旧小河内線は、番組の撮影や一部マニアの間で有名になっているほか、特に活用されていない状況であると聞いております。

　この廃線は、小河内ダム建設の歴史的遺構であり、また「奥多摩むかし道」に併行して敷設されているところから、観光的価値は高いと考えられます。

　奥多摩町の観光面で、このような歴史的遺構の活用、あるいは水資源理解のための教育的方策などの有効活用が、町観光の活性化につながるのではないかと考えるところでございます。

　町でも有効活用が検討されたことがあるということでございますけれども、今までの検討の経緯の状況と今後の有効活用について、お考えがあるか町長のご所見をお伺いいたします。

　２項目めでございます。

　先ほど、師岡議員さんからも質問がありましたが、高齢者見守りネットワークについて、多少重複していると思うんですけれども、能動的な側面よりご質問さしていただきたいと思います。

　一般住民の声が行政に反映されるような仕組みについて（住民の簡易な相談窓口の設置について）でございます。

　奥多摩町は少子高齢化、過疎化、限界集落の増加などで、身の回りで今まで問題でなかったようなささいな事柄も相談事案となり、しかも増えつつあるように感じます。現在の奥多摩町の相談体制は、法律面では弁護士や司法書士などによるアウトソーシング体制、また、人権面では人権擁護委員さんによる相談体制が確立されております。

　しかしながら、このような法律面及び人権面以外の日常的に起こり得るささいな相談案件について、今まで地域で相談されたり解決していた部分が、少子高齢化、過疎化、限界集落化などの要因で、どこにも相談解決されずに放置されているケースが増えつつあるように思えます。

　このような簡易な相談案件については、行政が窓口を設置し、住民に広報周知し、解決を図るような仕組みづくりが必要でないかと思えてなりません。相談する側も、見ず知らずの人にはなかなか相談できないのが普通であり、身近な役場職員が親切に相談・応対すれば、住民の安心への向上が図られると考えます。

　役場庁舎内、文化会館等に、プライバシーの保護を確保する相談スペースを設け、住民のため、あるいは弱者のため、迅速に対応する仕組みづくりが今後ますます必要になってくると考えます。

　また行政側においても、住民の抱えている問題点の把握や、また相談対応を通じて行政マンとしてのＯＪＴ（オン・ザ・ジョブ・トレーニング）が図られることも期待できます。

　このような相談体制の確立、仕組みづくりについて、町長のご所見をお伺いいたします。

　以上、２項目について、よろしくお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　河村町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　１番石田芳英議員の一般質問にお答え申し上げます。

　初めに、「旧小河内線の有効活用について」ですが、議員もご承知と思いますが、旧小河内線は小河内ダム建設に伴う資材運搬用として東京都水道局が敷設した路線で、昭和25年５月に着工し昭和27年11月に開通いたしました。開通後、昭和27年から32年までの５年間、ダム建設に伴うセメントや川砂などを水根駅まで輸送しておりました。

　ダム完成後、この路線の所有者は、東京都水道局から民間鉄道会社に譲渡され、現在の所有者は奥多摩工業株式会社となっております。

　ダム建設後の路線活用につきましては、所有者それぞれにおいて検討されたようですが、それ以外では、昭和59年に奥多摩総合開発株式会社により観光列車の運行が検討され、事業化可能性調査や必要概算経費などを検討いたしました。施設の老朽化などによる多額の建設費が必要となることや採算性の問題により、事業化には至りませんでした。

　また、最近では平成20年ごろに、東京都環境局で遊歩道として活用できないか、現地踏査が行われたようですが、既に橋梁が数カ所撤去されていることや、急峻な地形により多くの場所でがけ崩れや落石があり危険なことから、安全確保対策工事に多額の費用が必要となるなどの理由で、事業化の検討はされなかったようでございます。

　なお、安全と思われる氷川地区のごく一部のトンネルや線路において、昭和59年から数年間、シメジ栽培が行われた経緯がありますが、その他の施設では老朽化や安全性の面から有効活用が困難な状況にあると聞いております。

　以上のような状況から、町としても観光以外の活用を含めていろんな観点から検討してまいりましたが、旧小河内線の、議員ご質問のような活用の仕方というのは難しいのではないかというふうに考えております。

　次に、「一般住民の声が行政に反映されるような仕組みについて」ですが、ご承知のように、町では住民皆様の人権、行政、福祉、健康などの身近な相談について、人権擁護委員、行政相談委員を始め、民生・児童委員、保健推進員などを住民皆様の代表の方々にお願いし、相談できる体制をつくっており、人権・行政相談については毎月第２の木曜日に、司法書士による法律相談については、奇数月の第４土曜日に、定期的に行なっております。

　また、民生・児童委員は21自治会に23名の委員さんがおり、身の回りの心配事や福祉や健康のことなど気軽に相談し、住民の方々と行政との橋渡し役を担っていただいております。

　さらに、保健福祉センターでは、保健師による健康相談、子ども家庭支援センターでは、専門相談員による児童生徒の心理相談を定期的に開催しているほか、福祉会館の教育相談室では、専任相談員が常時教育相談に応じているように、住民皆様の身近な方から専門的な知識を有する方まで、幅広く相談に応じる体制を整えております。これらの情報は、広報おくたま、奥多摩の教育、防災行政無線等で定期的にお知らせをしております。

　もちろん役場においても、住民皆様に一番身近な住民課や福祉保健課では、最初の相談窓口として、本来の受付窓口業務はもとより、それ以外のさまざまな相談についても聞きとり、各課の担当者につないでいくことで問題解決を図っております。

　その意味では、役場全体が住民皆様の相談窓口であるといえますが、日ごろは職員それぞれが多種多様な業務を担当しておりますので、皆さんの相談内容に応じて、スピード感を持って担当課に引き継いでいくよう、日ごろから指導しており、そのための職場内での研修はもとより、経験年数に応じて市町村職員研修所において、専門的な研修を受講することで職員の資質の向上を図ってまいりますし、電話での応答につきましても、応答した職員の所属と名前を名乗り、責任を持って応対するよう徹底しております。

　また、21自治会の自治会長さんとは、定期的に自治委員会議を開催しており、21の自治会長と町理事者、全課長が参加して、町の現況報告並びに各自治会における問題等について、意見交換をすることで情報の共有を図っておるところでございます。

　このようなことから、議員も住民の代表者でありますので、どこにも相談・解決されずに放置されているような事例が仮にあるとすれば、役場でも把握することができませんので、このような事例がありましたら、是非役場までご一報いただくようお願い申し上げます。

　町は、４月以降人口6,000人を切って、ますます過疎化が進行している状況ですので、役場だけではなく、町全体で安心・安全なまちづくりを行うために、ご協力をお願い申し上げます。

○議長（清水　典子君）　石田芳英議員、再質問はありますか。はい、どうぞ。

○1番（石田　芳英君）　２番目の質問でございますけれども、いろいろと役場の方々も一生懸命やられているということで、本当に感謝したいと思います。

　例えばなんですけども、ほかの市町村の庁舎に行きますと、カウンターがもっと低くて、例えば、こっち側にもいすが置いてあって、相談しやすいような雰囲気といいますか、難しい問題はちょっとしたスペースに来てくださいということで、雰囲気的に、例えば、高齢の方とかお子さんも低いカウンターの中で相談しているようなことを多々見受けておりますので、多少そういうところを配慮いただけたらなというふうに思います。

○議長（清水　典子君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　石田議員の再質問にお答えいたします。

　議員から今、カウンターの高さとかイス等の設置のお話がございましたけれども、これはご提言として受け取らせていただきます。

○議長（清水　典子君）　住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　石田議員からカウンターの低さに配慮をということで、実際、窓口のところはちょっと高めなんですが、その横にお座りいただいて応対できるような形になっております。

　また、その奥に簡易なパーティションで囲ったところでご相談等を受けております。そのようなことをして配慮をしておるつもりです。

　今、他の青梅とか新しいところは、全体がこう低くされて、設計がそういうふうになっております。それは、今後の奥多摩全体の課題とは思っております。以上です。

○議長（清水　典子君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　福祉保健課の状況を若干お話をさせていただきたいと思います。

　福祉保健課では、私を含め全職員が、毎日１日ずつでございますけれども、窓口当番というのを定めまして、通常入口に対して直角に向いて仕事をしてるわけですけれども、その日はカウンターのところに窓口の席を設けまして、１日そこで勤務をするという体制をとりまして、お客様側にもイスを設けて、来られた方にはすぐお座りいただいてご相談をさせていただくと。

　また、プライバシーにかかわるような問題があった場合は、１階に相談室を１部屋、また２階にも相談室を１部屋設けて対応しております。

　また、子ども家庭支援センターにおきましても、通常、相談員が常駐しておりますし、月に２回ほどではございますけれども、心理相談員も常駐をしているという中で、相談室を設けて対応しておりますので、ご理解をいただきたいと思います。

○議長（清水　典子君）　以上で１番、石田芳英議員の一般質問は終わりました。

　次に、２番宮野　亨議員。

〔２番　宮野　　亨君　登壇〕

○２番（宮野　　亨君）　それでは、通告に従いまして、耐震シェルター等設置助成事業を、について一般質問を行います。

　東日本大震災を受け、政府及び東京都が被害想定の見直しを行った。特に、立川断層の影響による直下地震での被害想定は、奥多摩町においてもこれまでの地域防災計画の根本的な見直しを迫られている。地震予測も大変逼迫した報告もなされている現状で、安心・安全のための政策を一歩前進させる必要があると考えます。

　そこで、家全体の耐震改修工事を行うことが経済的に困難な高齢者等のため、寝室等に設置できる耐震シェルター・耐震ベッドの一部を町で助成する制度を創設することを提案しますが、町長の考えをお聞かせください。

○議長（清水　典子君）　河村町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　２番宮野　亨議員の「耐震シェルター等設置助成事業」についての一般質問にお答え申し上げます。

　先日、東京都防災会議地震部会が発表をした被害想定において、奥多摩町の最大震度は立川断層帯地震の想定による「震度５強」でありました。

　この震度５強でありますが、町内の一部の地域に発生が想定されており、奥多摩町地域防災計画による被害想定では、平成17年の改定以降、町内の被害震度は多摩直下型地震で震度５弱から震度５強と想定しており、このほど発表された東京都防災会議地震部会の被害想定を踏まえた見直しの必要性はないと考えております。

　しかしながら、東日本大震災の教訓を踏まえ、町といたしましては、奥多摩町地域防災計画による被害想定をもとに、「奥多摩町住民の安全・安心プロジェクト委員会」を立ち上げ、各自治会に指定している避難場所の充実と、古里小学校、古里中学校、氷川小学校、氷川中学校、旧日原小学校、旧小河内中学校の６カ所について、中・長期的避難場所として、大型備蓄庫の設置及び必要備品の確保整備について急いでいるところでございます。

　ご質問の「耐震シェルター及び耐震ベッドの設置費用の助成について」ですが、ご案内のとおり、住宅の地震対策は耐震補強が最も効果的です。しかしながら、大がかりな耐震改修ができない場合に、家屋が倒壊しても一定の空間を確保することで命を守る装置として「耐震シェルター」が考えられました。

　主な種類には、一部屋を安全にする「一部屋型」と、ベッドを安全空間にする「ベッド型」があり、一部屋型では２畳から６畳型があり、ベッド型ではベッドのみを守るものとなっております。

　東京都では、安価で信頼できる措置として、一部屋型で４種類、ベッド型で５種類、計９種類の耐震シェルターを選定しております。

　昭和56年５月30日以前に建築された木造住宅のうち、耐震改修工事が困難な建物や高齢者世帯などを対象に、都内では14区６市で助成をしている状況でありますが、所得制限が設けられたり、耐震診断が必要であることから、利用される方もごく少数にとどまっているとのことでございます。

　当町にありましては、町内在住の高齢者世帯等の状況や木造住宅の建築状況を勘案し、近隣市町村の動向を注視して、今後、検討してまいります。

　今後も、住民が安心して生活できるように、引き続き努力をしていく予定でございます。

○議長（清水　典子君）　再質問はありますか。どうぞ。

○２番（宮野　　亨君）　是非とも高齢者の方が心配しないで、安心して眠るところだけでも確保していただくように、是非お図りのほうを、よろしくお願いいたします。以上でございます。ありがとうございました。

○議長（清水　典子君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　それでは私の方から、高齢者の生活の安全の確保という視点でお答えをさせていただきたいと思っております。

　町では、従来から在宅で生活をされている高齢者に対しまして、ニーズの調査を踏まえて、ハード面では手すり、あるいは風呂場の改修など住宅改修を進めてきてまいりました。

　また、人にやさしい道づくり、あるいはモノレール等も整備をしてきております。

　併せて、ソフト面では外出支援のサービス、あるいは配食サービスなど、さまざまな福祉のサービスを今まで実施をしてきておりますけれども、現在までのところ、福祉保健課を始め社会福祉協議会等にも耐震シェルター等の設置のご要望をいいただいてはおりません。

　また、既に制度を設けております６市でございますけれども、昨年１年間で実績は１件というふうに伺ってございます。

　町では、非常に限られたこの財源の中で、最大限に高齢者の在宅サービス充実をさせていくという中では、ニーズに合ったものをするのが先決というふうに考えております。

　しかしながら、今の震災等を始め急傾斜地が当町ではたくさんございますので、こういった立地に住宅があるということで、土砂等の災害も含めて、就寝時の安全の確保につきまして、この事業はとてもよいものだというふうに判断をしておりますけれども、今後、需要の多寡、あるいは緊急度の度合い、また近隣の市町村の状況等を踏まえまして、さまざまな角度から検討してまいりたいというふうに考えております。

○議長（清水　典子君）　総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　宮野議員の再質問にお答えさせていただきます。

　私の方からは、町の木造住宅の状態でございますが、現在の調べによりますと、木造住宅の総数が、現在、5,050棟余りございます。このうち、昭和56年新建築法が改正される以前の建物が約半数の2,540棟ございます。こういうことから見まして、大変木造住宅、奥多摩では約半数が新耐震法以前の建物だということも判明しております。

　また今、保健福祉課長からご答弁いたしましたとおり、町では優先事業、それから必要事項を最優先に進めさせていただいております。ただ、この耐震ベッドにつきましては、たまたま研修の機会がございまして、つい最近、金沢防災センターの方で実物も見させていただいて、大変いいものだなというふうな認識はあります。

　そういう中で、安全・安心プロジェクトの中でも、議題として取り上げていきたいと思います。ご理解をお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　以上で、２番宮野　亨議員一般質問を終わります。

　以上で、日程第２　一般質問はすべて終了しました。

　次に、日程第３　議案第52号　副町長の選任の同意を求めることについて、を議題とします。

　ここで、審議の対象となる企画財政課長　加藤一美君には審議が終了するまで退席を求めます。

（加藤　一美君　退席）

○議長（清水　典子君）　これより提案理由の説明を求めます。

　総務課長。

〔総務課長　原島　　肇君　登壇〕

○総務課長（原島　　肇君）　議案第52号　副町長の選任の同意を求めることについて、提案のご説明を申し上げます。

　次の者を副町長に選任したいので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第162条の規定に基づきまして、議会の同意を求めるものでございます。

　住所でございます。奥多摩町小丹波315番地ロ。

　氏名、加藤一美。

　生年月日、昭和32年11月11日生まれてございます。

　理由でございますけれども、副町長　村木義雄氏が、平成24年６月30日をもって任期満了となるため、その後任といたしまして、加藤一美氏を副町長として選任いたしたく、地方自治法第162条の規定に基づきまして議会の同意を求めるものでございます。

　加藤一美氏の学歴、職歴、経歴等につきましては、お手元の略歴書のとおりでございますが、加藤一美氏につきましては、経験、識見とも副町長として適任でありますので、議会の同意をお願いするものであります。

　以上、十分なるご審議をいただきまして、ご同意を賜りますようお願いを申し上げまして、提案の説明といたします。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第52号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第52号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第52号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　なお、採決は無記名投票により行います。

　議場を閉鎖します。

（議場閉鎖）

○議長（清水　典子君）　ただいまの出席議員は11名であります。

　次に、開票立会人を指名します。

　会議規則第30条第２項の規定により、開票立会人に、７番師岡伸公議員、８番酒井正利議員を指名します。

　投票用紙を配付させます。

（投票用紙配付）

○議長（清水　典子君）　投票用紙の配付漏れはありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　投票箱を点検します。

（投票箱点検）

○議長（清水　典子君）　異常なしと認めます。

　ただいまから投票を行います。

　日程第４　議案第52号　加藤一美君を副町長に選任することについて、これに同意することを可とする議員は賛成に、非とする議員は反対に丸印を表示の上、投票箱に投票願います。

　それでは、１番石田芳英議員から順次投票をお願いします。

（投票）

○議長（清水　典子君）　投票漏れはありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　投票漏れなしと認め、投票を終わります。

　続いて開票を行います。

師岡伸公議員、酒井正利議員に立会いをお願いいたします。

（開票）

○議長（清水　典子君）　それでは、投票の結果を報告します。

　投票総数11票、有効投票11票、有効投票中賛成票11票、以上のとおり賛成が多数であります。よって、加藤一美君を、副町長に選任することについては、これを同意することに決定しました。

　議場の閉鎖を解きます。

（議場開鎖）

○議長（清水　典子君）　ここで、退席している加藤一美君に着席を求めます。

（加藤　一美君　着席）

○議長（清水　典子君）　次に、日程第４　議案第53号　登計原グラウンド天然芝生化新設工事請負契約について、を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。企画財政課長。

〔企画財政課長　加藤　一美君　登壇〕

○企画財政課長（加藤　一美君）　それでは、議案第53号についてご説明させていただきます。

　提案の理由につきましては、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和39年条例第16号）第２条に定めます予定価格が5,000万円を超えますので、議会の議決を求めるものでございます。

　契約の目的は、登計原総合グラウンド天然芝生化新設工事でございます。

　契約の方法は、指名競争入札による契約でございます。

　契約の金額は、4,469万8,500円でございます。

　契約の相手方は、東京都中野区東中野三丁目20番10号　イドムコ中野ビル４階、日本体育施設株式会社東京支店、支店長　岡村　賢氏です。

　入札調書につきましては添付のとおりでございますので、ご参照願います。

　なお、本請負契約につきましては、去る６月11日に入札を執行いたしまして、現在、仮契約を結んでおります。本日議決をいただきますと、18日月曜日が本契約となり、工期につきましては、平成24年12月25日を予定しております。

　工事の概要につきましては、担当課長より説明させていただきます。

　ご審議の上、ご決定いただきますようお願い申し上げます。

○議長（清水　典子君）　教育課長。

〔教育課長　井上　永一君　登壇〕

○教育課長（井上　永一君）　それでは、工事概要についてご説明いたします。

　入札調書をおめくりください。工事概要書が添付されております。

　工事件名でございますけれども、登計原総合グラウンド天然芝生化新設工事。

　工事場所、東京都西多摩郡奥多摩町氷川940番地。

　工期につきましては、平成24年12月25日まででございます。

　工事概要でございますが、グランド・コート舗装工といたしまして、内野部分の舗装工2,035平方メートル。これは黒土と川砂を混合させたものとなります。外野部分の舗装、6,430平方メートル。この部分が天然芝となり、コウライ芝を敷設いたします。

　グランド・コート施設整備工といたしまして、マウンドの成形、ホームベース、塁ベース、ポイントロープ等の整備を行うものでございます。

　雨水排水設備工として、外周部でＵ型側溝が設置されていない部分に23.9メートル、及び後ほど図面でご説明いたしますが、内野部分と外周、芝生との境目部分を含み、暗渠、排水口でございますけれども、これを657メートル敷設いたします。

　添付図面に移ります。１枚おめくりください。案内図ということで、丸印で工事箇所を指定してございます。

　１枚おめくりください。平面図となります。

　中央資料より下の部分、ピッチャープレートを中心とした濃い点線部分が内野舗装の部分で、それ以外の部分につきまして天然芝を敷設する部分となります。

　次の図面をお願いいたします。これは、雨水排水設備といたしまして、暗渠管、配水管でございますけれども、これの敷設図でございます。

　見づらくて大変申しわけございませんが、ピンク色のマーカーで示した部分が新たに敷設する管渠でございます。内野部分の管渠につきましては既設のものを撤去し、より効率的に機能するよう敷設をし直し、外野部分につきましては既設のものを使用いたします。

　登計原総合グラウンド天然芝生化新設工事につきましては、当初予算の際にもご説明させていただきましたが、グラウンドの天然芝生化により、近年叫ばれております地球環境問題の温暖化緩和とＣＯ２吸収効果が期待できると同時に、土に比べてクッション性があるため、利用者のけがを低減できること。風の強い日でも砂ぼこりが抑えられ、周辺住環境の向上に寄与するとともに、大雨時でも表土の侵食を防止できること等から整備を実施するものでございます。

　なお、散水設備につきましては、別途発注させていただきますので、ご理解をお願いいたします。

　以上で工事概要の説明を終わります。ご審議をいただき、ご決定賜りますよう、よろしくお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

　これよりただいま上程の議案第53号の質疑を行います。質疑はありませんか。７番師岡伸公議員。

○7番（師岡　伸公君）　７番師岡でございます。外野の部分が芝生、内野が土ということでございます。先ほど、川砂と黒土でというお話をいただきました。どうしても冬場、霜が降りる時には、いわゆる３塁側ですか、野球でいう３塁側のところがどうしても霜が降りて、春先の使用の時に、前日から晴れていてもなかなか使えないというふうなこともございました。今回の改良で、その辺のところを、どの辺まででいろいろ審議され、この材料について決まったかという経過をちょっとお聞かせいただきたいことが１点。

　それからもう１つ、先ほど散水設備は別にというふうなお話ございました。これは内野の、例えばピッチャーマウンドの後ろのスプリンクラーだとかそういうものというように解釈してよろしいのかどうか、そのあたりもよろしくお願いします。

○議長（清水　典子君）　教育課長。

○教育課長（井上　永一君）　師岡伸公議員のご質問にお答えいたします。

　３塁側の霜が下りるということで、今まで土の部分ということで、大分霜柱が立って、使用するまでやはり時間がかかったということでございます。

　この部分につきましては、芝生化を計画いたしますときに、一番状態の悪いときに、専門の業者に見ていただいて、こういう状態で芝生化が可能か、またその場合の芝はどういうものがいいかということのご意見を伺いながら計画をしたものでございます。

また、内野部分、黒土ということですけれども、その黒土の上から化粧砂、また、特殊なグランドカードという種類の砂を散布することになっておりまして、このグランドカードというのは、土になじみますと、なかなか凍結に強いということがございます。ただそれが期間的に、通常ですと大体大丈夫なんですけれども、あのような場所でどのぐらいの期間持つかという部分、実際には通常10年程度は大丈夫だろうという話はされているんですけども、ちょっとそこら辺はまた状況等を見ながら対応してまいりたいというふうに考えております。

　また散水設備の関係ですけれども、現在グラウンド周辺に３カ所、40ミリの消火栓といいますか、散水設備がございまして、今、それを活用して散水装置を付けて散布する予定でおりますけれども、また、保守等の関係も見ながら、スプリンクラーが効果的だということであれば、スプリンクラー等についても考えてまいりたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　ほかに。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第53号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第53号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第４　議案第53号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第53号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第５　各常任委員会、議会運営委員会及び下水道事業特別委員会の特定事件に関する閉会中の継続調査について、を議題とします。

　お諮りします。本件については、各常任委員会、議会運営委員会及び下水道事業特別委員会から継続調査の申し出がありましたので、お手元に配付の特定事件継続調査事項表のとおり閉会中の継続調査にしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、本件については閉会中の継続調査とすることに決定しました。

　以上で本定例会に付議された案件の審議はすべて終了しました。

　ここで本定例会の閉会にあたり、町長よりあいさつがあります。河村文夫町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　第２回の定例会の閉会にあたりまして、一言感謝と御礼のごあいさつをさせていただきます。

　まず、本議会につきましては、冒頭、私の所信表明を述べさせていただきました。それから、それに伴いまして17件の提出案件をご審議いただきました。その中には、専決、あるいは条例の一部改正、あるいは今、最終的にご決定をいただきました契約案件、副町長の同意案件等が含まれております。そういう点では、今後、事務事業を行うに当たりまして、皆様方のご理解とご協力を得て、すべての議案につきまして可決決定、同意をいただきました。

　当初、所信でも述べましたように、今の契約案件でもそうでございますけれども、この事業については100％、他の財源を予定しております。先日でございますけれども、サッカーくじＴｏＴｏの配分金でございまして、都内に行きまして、その配分を受けてこの事業を執行してまいるという状況でございます。

　常日ごろから私が申し上げておりますように、財源の63％を都や国に依存をしないと一定の事業ができないわけでございまして、そういう点では、常日ごろから国や都のいろんな事業を見ながら、それらを有効的に活用させていただきながら予算を組み、執行していくということでございます。

　そういう点で、それらもすべてご理解をいただきまして、無事にこの議会の閉会を迎えることになりますが、先ほど９名から13件の一般質問をいただきました。それぞれ議員の皆様方の意見は、真摯に受けとめていかなければいけないというふうに思っておりますけれども、今後いろんな意味で議論する場合に、非常にいい意見というのはたくさんございます。なかなかそうでありながらも、今の町の中で現実的に実行できるものと、論理的にできない、そういう部分がございますので、そういう点については、答弁も非常に味気のない答弁をせざるを得ないというもものもございました。内容的には非常に立派なご提言であり、また、その内容そのものが決して間違えているということではございませんけれども、是非、私たちの町をやっていくのは財源、あるいはいろんなことを含めて、どうしたらいいかなということを一緒に、また考えさせていただければありがたいと思っております。

　議会の議員の皆様方のいろんなご意見を聞きながら、新しい年度の出発に当たりまして、今日、議決いただきました各案件につきまして、事務執行を滞りなく進めていく所存でございます。

　今後とも議員皆様方のご協力とご指導を賜りますようお願い申し上げまして、閉会のごあいさつとさせていただきます。大変お疲れさまでございました。

○議長（清水　典子君）　以上で町長のあいさつは終わりました。

　以上をもって、平成24年第２回奥多摩町議会定例会を閉会といたします。長時間の審議、大変ご苦労さまでした。

午後２時１分　閉議・閉会
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